
東大阪市令和９年度納税通知書用封筒広告取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、東大阪市（以下「市」という。）が令和９年度分の納税通知

書等を送付する際に用いる封筒（以下「封筒」という。）に広告を掲載すること

に関し、東大阪市有料広告掲載要綱（以下「要綱」という。）、東大阪市有料広

告掲載基準（以下「基準」という。）、及び東大阪市広告掲載審査委員会設置規

程（以下「規程」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（封筒の種類） 

第２条 広告を掲載する封筒の種類は、次に掲げるものとする。 

（1） 軽自動車税納税通知書用封筒 

（2） 固定資産税・都市計画税納税通知書用封筒 

（3） 市民税・府民税・森林環境税（普通徴収用）納税通知書用封筒 

（参考）令和８年度発送件数               （単位：件） 

発送時期 

【当初発送分】 

ア：５月上旬 

イ：４月下旬 

ウ：６月上旬 

【月例】 

７月から翌年度 

５月までの各月 

上旬     

※件数は各月合計 

合計 

 （ 区 内

特 別 ） 

（料金後納） （ 区 内 特 別 ） 
 

ア 軽自動車税 77,198 4,973 － 82,171 

イ 固定資産税 148,682 20,699 約 2,000 約 171,000 

ウ 市民税 75,294 － 約 16,000 約 91,000 

アの月例及びウの料金後納は広告掲載の対象外 

件数は参考数値であり、実際の件数が上表の件数と異なった場合でも、決

定した広告掲載料の変更は行わない。 

 

（広告の掲載位置及び規格など） 

第３条 広告の掲載位置、規格等 

(1) 掲載位置 第２条の各封筒の裏面 詳細は別紙１「封筒レイアウト」のと

おり 



(2) 掲載枠 １封筒に１枠 

(3) 規格 

 形 縦長（最大） 横長（最大） 

ア 軽自動車税 方形 60 ミリメートル 80 ミリメートル 

イ 固定資産税 方形 60 ミリメートル 180 ミリメートル 

ウ 市民税 方形 60 ミリメートル 180 ミリメートル 

 (4) 刷色 封筒の印刷に使用する色と同色とし、単色とする。 

 刷色 

ア 軽自動車税 紺色 

イ 固定資産税 茶色 

ウ 市民税 青色 

(5) 広告主は、広告には、広告主の名称及び連絡先を記載しなければならない。 

連絡先は、電話番号又はホームページアドレスとし、ホームページアドレス

は英数字の外、二次元コードでの記載も可能とする。 

(6) 広告主は、広告内の右上部に、縦５ミリメートル、横１０ミリメートル以

上の実線方形枠を設け、枠内に「広告」と表示しなければならない。 

(7) 市は、広告欄外の下部に注釈として「東大阪市では、財源確保の一環とし

て広告を掲載しています。広告内容等について東大阪市が推奨するものでは

ありません。」と記載する。 

 

（封筒の使用目的及び使用期間） 

第４条 広告を掲載する封筒は、各税目の納税通知書等の発送に使用するものと

する。その使用期間は、各税目において当該年度の納税通知書等を最初に送付

した時から、最長で概ね１年間とする。 

２ 市は、前項に定める使用目的の外、広告を掲載した封筒の画像を市のウェブ

サイト又は広報物に掲載する場合がある。画像の掲載にあたっては、必要な範

囲で、市で画像を加工又は改変するものとする。 

  



（広告掲載料の最低募集価格） 

第５条 最低募集価格は、消費税及び地方消費税を含むものとし、広告の公募時

に公表することで、当該金額以上の広告掲載料の応募を求めるものとする。  

 
基準額 

消費税及び 

地方消費税 

合計 

(最低募集価格) 

ア 軽自動車税 80,000 円 8,000 円 88,000 円 

イ 固定資産税 170,000 円 17,000 円 187,000 円 

ウ 市民税 90,000 円 9,000 円 99,000 円 

 

（公募による募集） 

第６条 広告掲載希望者の募集は、公募の方法によるものとする。  

２ 前項に定める公募は、市の広報紙、掲示物、ウェブサイト又はＳＮＳ若しく

はそのいずれかの組合せで行う。 

３ 公募した結果、広告掲載希望者の応募が無い、又は第１０条に規定する広告

掲載契約の締結に至らなかった場合は、公募以外の方法で募集することを可能

とする。 

４ 前項に定める公募以外の方法で募集し、応募があった場合は、第８条に規定

する決定方法に関わらず、広告申込額が最低募集価格以上であり、広告掲載希

望者及び広告の内容を審査し、封筒に掲載するにあたり適正であると認められ

る者を掲載広告主として決定することを可能とする。 

 

（広告掲載の申込み等） 

第７条 広告掲載の申込みは、広告掲載申込書（様式第１号）に次に掲げるもの

を添えて行うものとする。 

（1） 掲載広告の見本 

（2） 事業者にあっては、その事業の概要が分かる書類 

（3） 資格又は免許を必要とする業種にあっては、それを証する書類の写し  

（4） 前３号に掲げるもののほか、市が必要であると認める書類  

２ 申込みで提出された書類は、広告の掲載非掲載を問わずこれを返却しない。 

 

 （広告掲載の決定等） 

第８条 封筒の種類ごとに、最も高い広告申込額であって、広告掲載希望者及び

広告の内容を審査し、封筒に掲載するにあたり適正であると認められる者（以



下「候補者」という。）を掲載広告主として決定する。 

２ 候補者が、２者以上のときは、後日、候補者全員によるくじにより決定する。

くじの実施方法は、市が指定する。 

３ 前項の規定に基づくくじ実施日時と場所は、候補者に通知する。 

４ くじに参加しなかった候補者及び遅刻した候補者は棄権したものとみなし、

くじ結果について異議を申し立てることはできないものとする。  

５ 掲載広告の広告主は、自己の権利を他人に譲ることはできないものとする。 

６ 掲載広告の決定について、疑義が生じたときは、関係課に協議できるものと

し、必要があると認められるときは、規程に定める広告掲載審査委員会に審査

を依頼することができる。 

７ 掲載広告が決定したときは、決定通知書（様式第２号）により申込者に通知

するものとする。 

 

（広告掲載の制限） 

第９条 要綱及び基準に規定するもののほか、広告掲載の制限基準は別紙２「納

税通知書用封筒広告審査基準」に規定するものとする。 

 

 （契約の締結） 

第１０条 市は、広告主と、広告掲載の決定後の手続きについて、別に定める契

約書により契約を締結するものとする。 

 

 （広告掲載料の納入等） 

第１１条 広告主は、広告掲載料を市の指定する期日までに納入しなければなら

ない。広告掲載料の納入は、第８条第７項の通知に同封する納付書を用いて、

市指定の金融機関等で行うものとする。 

 

 （掲載する広告の原稿） 

第１２条 広告主は、前条の指定期日までに、掲載しようとする広告の原稿を、

市が指定する方法で提出しなければならない。 

（1） 提出の方法 

 市が指定する USB メモリに、広告の原稿データを格納し、提出する。 

（2） 提出するデータの形式 

 AI 形式及び JPEG 形式 

 文字はアウトライン化（フォントの置き換わりを避けるため、文字を図形



に変換する作業）したもので、修正を加えることなく印刷可能な完全データ

とする。 

（3） その他 

市が指定する方法、ファイル形式で提出できない場合は、市と広告主とで

協議のうえ、決定するものとする。 

２ 市は、要綱、基準、要領に定める掲載基準を満たすため、広告主に広告の原

稿の修正・削除を指示できるものとし、広告主は正当な理由が無い場合は、修

正・削除に応じなければならない。 

３ 広告主による広告原稿の校正は１回とし、校正の時期は市が指定するものと

する。市は、校正後の封筒原稿を市が指定する方法で、広告主に送付するもの

とする。 

 

 （広告主の負担） 

第１３条 応募原稿の作成費用、掲載決定後の広告原稿の校正費用、及び第１０

条の契約書に係る収入印紙代は、広告主の負担とする。 

 

 （発送件数の報告） 

第１４条 市は、封筒の種類ごとに、当初の封筒発送後に、広告主に対して発送

件数を業務完了届（様式第３号）により、封筒の現物をあわせて報告する。市

民税用及び固定資産税用の封筒は、当初の発送件数に当該封筒を使用する月例

予定件数を加えた件数とする。 

 

（広告掲載の取消し） 

第１５条 市は、次の各号のいずれかに該当する場合は、広告掲載に係る決定を

取消し、契約を解除することができる。 

(1) 掲載を決定した広告の内容が、第９条に定める制限項目に該当するに至っ

たとき。 

(2) 封筒の掲載延期、編集・発送上支障があると認めたとき。  

(3) 掲載を決定した広告主による社会的信用を著しく損なうような行為が  

あったとき。 

(4) 市が指定する期日までに、広告主が広告掲載料を納入しなかったとき。 

(5) 市が指定する期日までに、広告主が広告の原稿を提出しなかったとき。 

(6)  広告主が、要綱、基準又はこの要領に定める規定に反したとき。 

(7) 広告主が、虚偽の申請その他不正の手段により、第８条第１項の掲載決定



を受けたとき。 

(8) 広告主が、第１２条第２項の規定による広告仕様の変更に従わないとき。 

(9) 市の業務上、やむを得ない事由が生じたとき。 

 

 （封筒の処分等） 

第１６条 市は、次の各号のいずれかに該当する場合は、広告を掲載した封筒の

処分、塗りつぶし等を行うことができる。 

(1) 第４条に定める広告掲載の期間満了後 

(2) 第１５条各号の規定により広告掲載にかかる決定の取消し、又は契約の解

除をしたとき。 

(3) 広告主の申し出により掲載を取り下げる場合、又は広告主の責により、広

告掲載が不適当と認められる事由が発生した場合 

(4) 広告主が倒産、解散等により消滅したとき。 

 

（委任） 

第１７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

 

  附則 

この要領は、令和８年８月１２日から施行する。 

  



（様式第１号） 東大阪市納税通知書用封筒広告掲載申込書兼誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）東大阪市長 

 

東大阪市納税通知書にかかる封筒に広告を掲載したいので、東大阪市納税通知

書用封筒広告取扱要領第７条第１項の規定により、次のとおり申し込みます。 

また、申し込みにあたり、裏面記載事項の内容を理解したうえで、誓約・同意

します。 

 

申 込 者 

所 在 地 

 

 

申 込 者 

名 称 
 

代 表 者 職 氏 名  

担 当 者 部 署  

担 当 者 氏 名  

連 絡 先 電 話 番 号  

担当者メールアドレス 
 

□ このアドレスに、次回の封筒広告募集のお知らせを希望します。 

申込する封筒の種類 

（いずれか 1 つにチェック） 

□ 軽自動車税納税通知書用封筒 

□ 固定資産税・都市計画税納税通知書用封筒 

□ 市民税・府民税・森林環境税（普通徴収用）納税通知書用封筒 

【 申 込 額 】 

広 告 掲 載 料 

（消費税及び地方消費税  

  合計 10％を含む） 

  百万   

 

 千   円 

※ 申込額は、最低募集価格以上の金額をご記入ください。 

 申込額の先頭には￥をご記入ください。  

遵 守 事 項 
「東大阪市納税通知書用封筒広告取扱要領」及び  

「納税通知書用封筒広告審査基準」の記載事項 

 



 

誓約書 

 

私は、東大阪市が東大阪市暴力団排除条例に基づき、市の事務事業により暴力団

を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から

排除していることを承知したうえで、下記事項について誓約します。 

 

記 

 

一 私は、東大阪市暴力団排除条例第２条第２号及び第３号に掲げる者のいずれにも

該当しません。  

二 私は、前号に掲げる者の該当の有無を確認するため、東大阪市から役員名簿等の

提出を求められたときは、速やかに提出します。  

三 私は、本誓約書及び役員名簿等が東大阪市から大阪府警察本部に提供されること

に同意します。  

四 私が本誓約書一に該当する事業者であると東大阪市が大阪府警察本部から通報を

受け、又は東大阪市の調査により判明した場合は、東大阪市が東大阪市暴力団排除

条例及び東大阪市公共工事等暴力団対策措置要綱に基づき、東大阪市ホームペー

ジ等において、その旨を公表することに同意します。 

 

 

 

同意書 

 

私は、東大阪市納税通知書にかかる封筒広告の掲載申込みにあたり、東大阪市に

納付すべき市税に滞納が無いことを誓約します。  

当該市税の滞納の有無を確認するために、東大阪市が私の市税の納付状況を調査

することに同意します。 

 

添付文書 

（１）広告の原稿（広告内容の確認のため。過去のものでも可） 

（２）事業の概要が分かる書類（ウェブサイトを印刷した物、パンフレット等）  

（３）資格または免許を必要とする業種の場合、それを証する書類の写し 

※ 提出された書類は、広告の掲載・非掲載を問わず返却いたしません。 



（様式第２号） 東大阪市納税通知書用封筒広告     決定通知書 

 

東大阪市税税第   号 

令和  年  月  日 

 

              様 

 

東大阪市長     ㊞                

 

令和  年  月  日付けで申し込みがあった東大阪市納税通知書用封

筒への広告掲載について、東大阪市納税通知書用封筒広告取扱要領第８条第７ 

号の規定により、次のとおり     を決定しましたので通知します。 

 

決定区分 

□ 掲載を決定します。 

□ 以下の理由により掲載できません。 

【理由】 

掲載する 

封筒の種類 

□ 軽自動車税納税通知書用封筒 

□ 固定資産税・都市計画税納税通知書用封筒 

□ 市民税・府民税・森林環境税（普通徴収用）納税通知書用封筒 

広告掲載料 
円  

（うち消費税及び地方消費税額         円） 

広告掲載料 

納入期限 

令和  年  月  日 

※上記期日までに、別紙納付書により、指定の金融機関等でお支払いください。 

広告原稿の

提出期限 

令和  年  月  日 

※上記期日までに、広告の原稿データを市へ提出してください。 

備考  

 

  

掲載 

不掲載 

掲載 

不掲載 



（様式第３号） 業務完了届（東大阪市納税通知書用封筒広告掲載業務） 

 

令和  年  月  日 

 

       様 

 

                     東大阪市長       

 

 

平素は、本市税務行政にご協力いただき、誠にありがとうございます。 

お申込みをいただきました下記業務が、この度完了いたしましたのでご報告い

たします。 

今後とも、本市税務行政にご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

 

業務名 東大阪市納税通知書用封筒広告掲載業務 

封筒の種類 

□ 軽自動車税納税通知書用封筒 

□ 固定資産税・都市計画税納税通知書用封筒 

□ 市民税・府民税・森林環境税（普通徴収用）納税通知書

用封筒 

  添付見本のとおり 

発送件数 件 

発送日 令和  年  月  日 



別紙１　「封筒レイアウト」

R9　軽自動車税納税通知書用封筒レイアウト（裏）

東大阪市では、還付金の受け取りに、携帯電話を持ってＡＴＭへ行くような案内はしていません。

不審な電話があれば、すぐに１１０番もしくは最寄りの警察署へ通報してください。

近畿運輸局 軽自動車検査協会

　 大阪運輸支局 大阪主管事務所高槻支所

☎ 050-5540-2058 ☎ 050-3816-1841

◎軽自動車税について

■ 毎年４月１日現在の所有者に課税されます。

■ ４月２日以降に廃車等の手続きをされても、月割り制度はありま

せんので、減額・還付はありません。

■ 下記の場合は、すみやかに手続きをして下さい。

（申告がないといつまでも課税されます。）

・他市へ転出したとき　　　・譲渡したとき

・解体・盗難などで車両がなくなったとき 東大阪市では、財源確保の一環として広告を掲載しています。

・乗らなくなったとき　　　　・使用不能になったとき 広告内容等について東大阪市が推奨するものではありません。

【備考】広告の刷色は封筒の印刷に使用する色と同色とし、単色とする。

　　　　広告内には、縦5mm、横10mm以上で「広告」と表示しなければならない

　　◎原付バイク・小型特殊自動車以外の
　　　　　　登録及び廃車、名義変更のお問合せ・申告先

125㏄を超えるバイク 軽自動車

広告欄

８０ｍｍ

６０ｍｍ

１２０ｍｍ

３５ｍｍ

２０５ｍｍ

（縦60mm × 横80mm）
掲載可能な最大サイズ

還 付 金 等 詐 欺 に ご 注 意 ！！
か ん ぷ き ん と う さ ぎ

広告



R9　固定資産税・都市計画税納税通知書用封筒レイアウト（裏）

東大阪市では、還付金の受け取りに、携帯電話を持ってＡＴＭへ行くような案内はしていません。

不審な電話があれば、すぐに１１０番もしくは最寄りの警察署へ通報してください。

東大阪市では、財源確保の一環として広告を掲載しています。

広告内容等について東大阪市が推奨するものではありません。

【備考】広告の刷色は封筒の印刷に使用する色と同色とし、単色とする。

　　　　広告内には、縦5mm、横10mm以上で「広告」と表示しなければならない

広告欄

1８０ｍｍ

６０ｍｍ

１２０ｍｍ

３５ｍｍ

２３５ｍｍ

（縦60mm × 横180mm）
掲載可能な最大サイズ

還 付 金 等 詐 欺 に ご 注 意 ！！
か ん ぷ き ん と う さ ぎ

広告



R9　市民税・府民税・森林環境税（普通徴収用）納税通知書用封筒レイアウト（裏）

東大阪市では、還付金の受け取りに、携帯電話を持ってＡＴＭへ行くような案内はしていません。

不審な電話があれば、すぐに１１０番もしくは最寄りの警察署へ通報してください。

東大阪市では、財源確保の一環として広告を掲載しています。

広告内容等について東大阪市が推奨するものではありません。

【備考】広告の刷色は封筒の印刷に使用する色と同色とし、単色とする。

　　　　広告内には、縦5mm、横10mm以上で「広告」と表示しなければならない

広告欄

1８０ｍｍ

６０ｍｍ

３５ｍｍ

２２５ｍｍ

（縦60mm × 横180mm）

掲載可能な最大サイズ

還 付 金 等 詐 欺 に ご 注 意 ！！
か ん ぷ き ん と う さ ぎ

広告
１２０ｍｍ



 

別紙２ 「納税通知書用封筒広告審査基準」 

 

１．広告掲載希望者の審査基準 

(1) 「東大阪市有料広告掲載基準」より 

「東大阪市有料広告掲載基準」 

(業種又は業者) 

第４条 次の各号のいずれかに該当する業種又は業者に係る広告は掲載するこ

とができない。なお広告の表示中においてこれらに該当するに至った場合も同

様とする。 

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に該当するも

の 

(2) 消費者保護の観点からふさわしくないもの 

(3) たばこに係るもの 

(4) 法律に定めのない医療類似行為を行うもの 

(5) 民事再生法又は会社更生法による再生又は更生手続中のもの 

(6) 市の指名停止措置を受けているもの 

(7) その他市資産の性質等により広告を表示する業種又は業者として適当で

ないと認められるもの 

 

 

(2) (1)の他に納税通知書用封筒において定める審査基準 

次の各号のいずれかに該当する業種又は事業者の広告は、掲載しないものとする。 

(1) 貸金業の規制等に関する法律（昭和５８年法律第３２号）法律第２条に規

定する貸金業 

(2) 興信所、探偵事務所等の私的な秘密事項の調査に関する業種  

(3) 特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号）で、連鎖販売取引と

規定される業種 

(4) 投機的商品に関する業種 

(5) 債権の取立て又は示談引き受け等に関する業種 

(6) ギャンブル（宝くじ・公営ギャンブルを除く）に関する業種 

(7) 占い、運勢判断に関する業種 

(8) 結婚相談所・交際紹介に関する業種 



 

 

(9) 行政指導を受け、改善がなされていない事業者 

(10) 違法又は不適当な行為により営業停止その他の処分を受けている事業者 

(11) 法令等に基づく必要な許可等を受けることなく業を行うもの 

(12) 規制対象となっていない業種においても、社会問題を起こしている業種

及び事業者 

(13) 本市の市税を滞納している事業者 

(14) 法人等においては、企業の基本情報が開示されていない事業者（正式名

称、本社所在地、代表者名、従業員数、資本金、組織、職歴、業務内容等） 

(15) 暴力団、その他反社会的団体、関連事業者及びそれらの構成員 

 (16) その他封筒に広告を掲載することが適切でないと認められるもの 

 

 

  



 

２． 広告の内容の審査基準 

(1)「東大阪市有料広告掲載要綱」より 

「東大阪市有料広告掲載要綱」 

(広告の対象範囲等) 

第４条 次の各号のいずれかに該当する広告は、広告媒体には掲載しない。 

(1) 法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの 

(2) 公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの 

(3) 人権侵害、名誉毀損となるもの又はそのおそれがあるもの 

(4) 政治活動、宗教活動、意見広告又はこれらに類するもの 

(5) 個人の氏名を宣伝するおそれのあるもの 

(6) 公衆に不快の念を与えるおそれがあるもの 

(7) 市の公共性、中立性及びその品位を損うおそれのあるもの  

(8) 社会問題について主義主張するもの  

(9) 当該広告事業の内容を市が推奨しているかのような誤解を与えるおそれの

あるもの 

(10) 東大阪市屋外広告物条例の規定に反するもの 

(11) 前各号に掲げるもののほか、掲載する広告として不適当と認めるもの 

 

(2)「東大阪市有料広告掲載基準」より 

「東大阪市有料広告掲載基準」 

(掲載基準) 

第５条 次のいずれかに該当する内容の広告は、掲載することはできない。また、

広告の表示中においてこれらに該当するに至った場合も同様とする。なお、市

は広告の案ごとに、その具体的内容を判断するものとし、修正・削除等の変更

が必要な場合は、広告募集業者又は本市が直接広告を募集する者(以下「広告

募集業者等」という。)に指示できるものとし、広告募集業者等は正当な理由が

ない場合は、修正・削除に応じなければならない。 

(1)  法令等により製造、販売、提供等をすることができない商品又はサービス、

許可等を受けていない商品その他広告として掲載することが適当でないと

認められる商品又はサービスに係るもの 

(2) 他の者を誹謗し、中傷し又は排斥するもの又はそのおそれのあるもの 

(3) 不当な差別等人権侵害となるもの又はそのおそれのあるもの 



 

(4) 公の選挙の事前運動に該当するもの又はそのおそれのあるもの 

(5) 宗教団体による布教推進を目的とするもの又はそのおそれがあるもの 

(6) 第三者の著作権その他の財産権、プライバシー等を侵害するもの又はその

おそれのあるもの 

(7) 非科学的なもの若しくは迷信に類するもので利用者を惑わせ、若しくは不

安を与えるもの又はそのおそれのあるもの 

(8) 広告する商品又はサービスとは無関係に裸体等を表示することによって単

に目立たせるもの 

(9) 次のいずれかに該当するものであって、青少年にとって有害であると認め

られるもの 

ア 性的感情を著しく刺激するもの。 

イ 犯罪を著しく誘発するおそれのあるもの。 

ウ 粗暴性、残虐性を著しく助長するもの。 

(10) 消費者の利益の確保及び公正な競争の確保を妨げるおそれのある次の表

示を含む広告 

ア 実際よりも、又は競争事業者のものよりも、著しく優良又は有利である

と消費者に誤認される表示。（合理的な根拠を示す資料を求めた場合におい

て、提出がない場合は不当表示とみなすこととする。） 

イ その他消費者を誤認させるおそれのある表示。 

ウ 射幸心をあおる表示。 

 


